
　別記様式１（第4章１関係） 年 月 日

（説明する者）

住所 加古川市野口町長砂95-20

商号、名称又は氏名 社会福祉法人はりま福祉会 印

理事長　　大西　弘文

所属

職名及び氏名 印

　

 　　事業の目的、運営の方針、サービスの提供内容に関する特色等

 １．サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地

（住居表示※）

■ １．電車 （ 線 で 分 ）

□ ２．その他 （ ）

■ １．所有権 □ ２．賃借権 □ ３．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

■ １．所有権 □ ２．賃借権 □ ３．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

□ １．所有権 □ ２．地上権 ■ ３．賃借権 □ ４．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

※住居表示が決まっていない場合には、地名地番を記載すること。

 ２．サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者

■ 法人 □ 個人

）

別添１のとおり

）

別添２のとおり

住所（法人に
あっては主たる
事務所の所在

地）

（郵便番号

電話番号

法人の役員

法定代理人
（未成年の個人

である場合）

商号、名称
又は氏名

（ふりがな）

登録事項等についての説明書（重要事項説明書）

貸主（甲）　

代理人　

　サービス付き高齢者向け住宅への入居に係る契約を締結するに当たり、高齢者の居住の安定確保に関する
法律第17条（及び老人福祉法第29条第５項）に基づき、以下の事項について、書面を交付して説明します。

住宅の名称
（ふりがな） せいりょうえんりばてぃかこがわ

せいりょう園リバティかこがわ

住宅に関する

所在地 兵庫県加古川市野口町長砂95-36

利用交通手段
ＪＲ神戸 加古川 駅から バス 12

バス・トイレ・キッチンを備えているので、要介護になっても、認知症になっても、介護保険サービスを利用して最
期まで自分流に暮らすことができる、『終の棲家』です。

法人の役員

権原

施設に関する

権原

敷地に関する

権原

電話番号 （079）421-7156

法人・個人の別

商号、名称
又は氏名

（ふりがな） しゃかいふくしほうじんはりまふくしかい

社会福祉法人はりま福祉会

住所
（法人にあっては主
たる事務所の所在

地）

（郵便番号 675-0016

兵庫県加古川市野口町長砂95-20



 ３．サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所

）

 ４．サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備

戸 入居定員 人

㎡

㎡

■ あり □ なし

造 階数 階建

年 3 月 9 日

■ 登録基準に適合している

■ エレベーターを備えている

■ 緊急通報装置を備えている

 ５．サービス付き高齢者向け住宅の入居契約、入居者資格及び入居開始時期（居住の用に供する前である場合）

■ 賃貸借契約 □ その他

□ 法第52条の認可を受けている

■

■ 自立している者 ■ 要支援の者 ■ 要介護の者

別添入居契約書のとおり

入居者からの解約予告期間

※以下は、入居の用に供する前である場合に限り記入すること。

年 月 日 から入居開始時期※

終身賃貸事業
者の事業の認

入居者の資格

次の①又は②に該当する者である。
　①単身高齢者世帯
　②高齢者＋同居者 （配偶者 / 60歳以上の親族 / 要介護認定又は要支援認定を受け
ている60歳未満の親族 / 特別な理由により同居させる必要があると知事が認める者）
（「高齢者」とは、60歳以上の者又は要介護認定若しくは要支援認定を受けている60歳未
満の者をいう。）

入居対象者
留意事項

入居契約の内容

契約の解除
の内容

貸主から解約を求
める場合

解約条項
入居者の行動が他の入居者・職員の生命に危害を及ぼす
かその恐れがあり、通常の介護方法・接遇方法では防止
できない場合

解約予告期間 6ヶ月

30日

4

竣工の年月 1991

加齢対応構造等

入居契約の別

入居契約が賃貸
借契約でない場
合には、その旨

居住部分の規模
（最小） 32.38

詳細については、別添３のとおり（最大） 38.27

構造及び設備
共同利用設備

構造 鉄筋コンクリート

電話番号 （079）421-7156

住宅戸数 登録申請対象戸数 3 3

事務所の名称
（ふりがな） しゃかいふくしほうじんはりまふくしかい

社会福祉法人はりま福祉会

事務所の所在地

（郵便番号 675-0016

兵庫県加古川市野口町長砂95-20



 ６．サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領する金銭

■ 自ら □ 委託 約 円

■ 自ら □ 委託 □ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

□ あり　〔 □ 前払方式のみ □ 前払方式と月払方式を選択可　〕 ■ なし

約 円 約 円

約 円 約 円

年 月 日 まで

□ 銀行による債務の保証 □ 信託会社等による元本補てん又は信託

□ 保険事業者による保証保険 □ その他（ ）

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

水道光熱費の
支払方法

居室の電気・ガス・水道代は個別メーターにより実費となります。

（最低） （最高）

家賃等の前払金
の返還額の推移

（※原則として入居契約に定めた契約の始期を起算日とする。）

前払金の保全
措置の内容

介護予防特定施
設入居者生活介

護事業所

介護保険事業所番号（

介護サービス情報

共益費の概算額
（最低） 10,000

（最高） 10,000

入院等による不在
時における家賃等
の費用の取扱い

入院時の不在時も入居契約は継続し、家賃・共益費をお支払いいただきます。
サービス費、食費は利用実績により日割り計算を行い、お支払いいただきます。

家賃等の前払金の
返還債務が消滅す

るまでの期間

家賃等の前払
金の算定の基

礎

家賃

サービス提供
の対価

返還額の算定
方法

入居後３箇
月以内の契
約解除等

入居後３箇
月を超えた
契約解除等

手続

土地・建物に対する租税等の増減や、価格の変動、その他経済状況の変動、
近傍同種の建物の賃料と比較して、賃料が不相当となる場合家賃等の費用

の改定

条件

敷金の概算額
（最低） 174,000

家賃の 2.0 月分
（最高） 206,000

※前払金とは、終身又は入居契約の期間にわたって受領すべき家賃等の全部又は一部を一括して受領する場合をいう。
　なお、ここでいう「前払方式」には一部を前払いし、一部を月払いする支払方式（併用方式）を含む。

特定施設入居者
生活介護事業所

介護保険事業所番号（

地域密着型特定施
設入居者生活介護

事業所

介護保険事業所番号（

運営懇談会の意見を聴く

前払金※有無

家賃等の前払
金の概算額

前払金を支払った
場合の月々の家賃

概算額
（最低） （最高）

調理等の家事

健康の維持増進

その他

提供の対価（概算・月額）

高齢者生活支
援サービス

サービスの種類 提供形態

状況把握・生活相談 20,000

食事の提供

（特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所若しくは介護予防特定施設入居者生活介護事
業所の指定を受けている場合には、別紙により、介護保険法第115条の35第1項に規定する介護サービス情報を示す。）

詳細につい
ては、別添４
のとおり

特定施設入居
者生活介護等
の提供を受け
る場合の費用
は、次ページ
のとおり

家賃の概算額
（最低） 87,000

住戸ごとの内容は、別添３のとおり
（最高） 103,000

51,000

入浴等の介護



円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ) □ (Ⅱ) 〕 □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ)イ □ (Ⅰ)ロ □ (Ⅱ) □ (Ⅲ) 〕 □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ) □ (Ⅱ) □ (Ⅲ) □ (Ⅳ) □ (Ⅴ) 〕 □ なし

：

円

別添４のとおり

 ７．サービス付き高齢者向け住宅の管理の方法等

■ 自ら管理 □ 管理業務を委託

管理業務の委託先

）

修繕計画

□ あり ■ なし

頃実施予定

登録の更新の申
請の日前一年間
における入居者
の数及び退去者

の数

入居者の数 1人

退去者の数 1人

人員配置が手厚い介護サービスの実
施の有無

□ あり
介護・看護職員の配置率

□ なし
上乗せ介護費（月額）

要介護１

特定施設入
居者生活介
護等の加減
算の対象と

なるサービス
の体制の有

無

身体拘束廃止未実施減算 入居者継続支援加算

生活機能向上連携加算 個別機能訓練加算

夜間看護体制加算 若年性認知症入居者受入加算

住所
（法人にあっては主
たる事務所の所在

地）

（郵便番号

管理の方式

委託する業務の
内容（契約事項）

商号、名称
又は氏名

（ふりがな）

特定施設入居者生活介護等の費用（該当する場合のみ）

電話番号

要介護３

要介護４

医療機関連携加算 口腔衛生管理体制加算

栄養スクリーニング加算 退院・退所時連携加算

要介護５

計画策定の有無

大規模修繕の
実施予定

その他計画的な
修繕予定

看取り介護加算

認知症専門ケア加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

利用者の個別選択によるサービスの費用

※身体拘束廃止未実施減算、入居継続支援加算、生活機能向上連携加算、個別機能訓練加算、夜間看護体
制加算、医療機関連携加算、口腔衛生管理体制加算、認知症専門ケア加算、サービス提供体制強化加算及
び介護職員処遇改善加算を含めて記入すること。

詳細については、別添５のとおり

利用者負担(3割)
特定施設入
居者生活介
護等の月額
費用（介護
保険給付対
象分、１箇月
30日の場合）

※

利用者負担(2割)利用者負担(1割)

要支援１

要支援２

要介護２



 ８．サービス付き高齢者向け住宅と併設される高齢者居宅生活支援事業を行う施設　（該当する場合のみ）

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

■

□ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

デイサービスセンターせいりょう園憩の家
グループホーム内で行う認知症対応型のデイサー

ビス。

同一の建築物内

特別養護老人ホームせいりょう園 地域見守りサービス等。（地域サポート施設）

せいりょう園ショートステイ事業

施設の名称

同一の建築物内

短期入所生活介護サービス。入浴、排泄、食事、機
能訓練等。

同一の建築物内

せいりょう園デイサービスセンター
通所介護サービス。入浴、食事、健康チェック、機
能訓練、レクリエーション等。

同一の建築物内

せいりょう園ホームヘルパーステーション
訪問介護。入浴、排泄、介護等の身体介護。調理、
洗濯等の家事援助。

同一の建築物内

事業所の場所

同一の建築物内

せいりょう園小規模多機能型居宅介護
1つの事業所で「通所・訪問・泊まり」の3つのサービ
スを提供。

同一の建築物内

せいりょう園ホームヘルパーステーション
定期巡回・随時対応型訪問介護看護。24時間対応
の訪問介護。

提供されるサービスの概要



 ９．高齢者居宅生活支援事業を行う者との連携及び協力（該当する場合のみ）

協力医療機関

）

）

協力歯科医療機関

）

その他の連携又は協力の相手方（自らが運営する併設施設でない事業所を含む。）

）

10.保健医療サービスを提供する体制に関する事項

11.運営方針

 12．登録の申請が基本方針（及び高齢者居住安定確保計画）に照らして適切なものである旨

事業所の所在地

（郵便番号

歯科医療機関
の所在地

連携又は協力
の内容

基本方針及び県の高齢者居住安定確保計画に沿って適切に運営します。

保健医療サービスを提供する体制に関する事項

※保健医療サービスを提供する場合に限り記入すること。

別添５－２のとおり

（郵便番号

（郵便番号

連携又は協力
の内容

入居者が口腔歯科に関する検査及び治療が必要であるとき、可能な限り速やかに診療する

事業所の名称
（ふりがな）

診療科目 内科

連携又は協力
の内容

入居者が事故あるいは急病・病状の急変等により、施設内での治療が困難であるとき、可能な
限り速やかに診療する

医療機関
の名称

（ふりがな）

電話番号

675-0016

医療機関
の所在地

にしむらいいん

西村医院

診療科目

連携又は協力
の内容

歯科医療機関
の名称

（ふりがな） なかいしかいいん

中井歯科医院

兵庫県加古川市野口町長砂95-21

電話番号 （079）422-8404

電話番号

医療機関
の所在地

（郵便番号 675-0019

兵庫県加古川市野口町水足1852

電話番号 （079）422-1130

医療機関
の名称

（ふりがな）



 13.その他事業運営状況（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅である場合に作成）

□ あり ）

■ なし

□ 一時介護室へ移る場合

□ 介護居室へ移る場合

□ その他 内容（ ）

□ あり □ なし

□ あり □ なし

面積の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

便所の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

洗面の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

浴室の変更 □ あり □ なし 内容（ ）

別添６のとおり

■ あり

□ なし

■ あり ）

□ なし

■ 耐火建築物 □ 準耐火建築物 □ その他（ ）

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし （年 2 回実施）

日曜・祝日

職員体制

体験入居
内容（

前払金償却の調整の有無

定休日

台所の変更

入居者からの苦
情に対する窓口

等の状況

窓口の名称

従前の居住部分か
ら面積又は仕様が
変更になる場合

収納の変更

その他の変更

居住部分（住
戸）の変更に関

する事項※

※住み替えを
行っていない場
合は、記入不要

入居後に居住部分の変更をお願
いする場合

変更をお願いする判断基準の内容

せいりょう園リバティかこがわ

土曜・日曜

9：00～17：45

（079）424-3433電話番号

対応して
いる時間

平日

土曜日

耐火構造

消化器 防火管理者

損保ジャパン日本興亜火災保険株式会社

防火体制

スプリンクラー

損害賠償責任保険
の加入状況

緊急時等におけ
る対応方法

体調の急変等医療
が必要になったとき
の対応

速やかに主治医又は協力機関に連絡する等の適切な措置を行い、希望
する連絡先に緊急連絡をする

緊急やむを得ず身
体的拘束を行う際
の手続

その様態及び時間、その際の入居者の心身状況、緊急やむを得なかっ
た理由を記録し、２年間保存する

事故発生時の対応
速やかに市町村及び入居者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置
を行います。

事故に関する緊急時
対応マニュアルの有
無

内容（

避難訓練

変更をお願いする手続の内容

居住部分を利用する権利の取扱い

追加的費用の有無

自動火災報知設備 消防計画

火災通報設備



■ あり ） ■ あり □ なし

□ なし

■ あり 開催頻度（ ）

構成員（ ）

□ なし

■ あり ） ■ あり □ なし

評価機関名（ ）

□ なし

□ 希望者に公開 ■ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

□ 希望者に公開 □ 希望者に配布 ■ 非公開 □ 未作成

■ 希望者に公開 □ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

■ 希望者に公開 □ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

□ 希望者に公開 □ 希望者に配布 ■ 非公開 □ 未作成

7 年 戸 戸 ％

7 月 1 日現在） 人 人 ％

人 人

人 人 人

人 人 歳

人 人 人

人 人 人

人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人

年 月 日 （説明を受けた者）

住所

氏名 印

住所

氏名 印

乙との続柄

兵庫県有料老人ホーム設置
運営指導指針の不適合事項

管理者、職員、家族、地域の方

福祉市民ネット川西

自宅

財務諸表の原本

アンケート調査、意見箱等入居者の
意見等を把握する取組の状況

実施日（ 月1回 結果の開示

性別

　上記につきまして、高齢者の居住の安定確保に関する法律第17条（及び老人福祉法第29条第５項）に基づく
書面による説明を受けました。

借主（乙）　

運営懇談会

1年に2回

第三者による評価の実施状況

実施日（ 2016.10.24 結果の開示

入居希望者へ
の事前の情報

開示

入居契約書の雛形

管理規程

事業収支計画書

財務諸表の要旨

入居者側
からの
申し出

0
解約
事由
の例

死亡 0

年齢別
75～84歳

入居率（b/a） 100.0入居戸数（b）

60～64歳 0

3

生前解約
の状況

事業者側
からの
申し出

0
解約
事由
の例

医療機関 0

要介護１

0

0 社会福祉施設等 0

要介護２

2

015年以上

1年以上5年未満

その他 0 合計

10年以上15年未満5年以上10年未満

0

0

入居者数（d） 3

85歳～

3 女性 0

入居定員（c） 3

～59歳

0

3 平均年齢

65～74歳 0

0

0

６箇月未満

100.0

88.3

充足率（d/c）

男性

1

前年度における
退去者の状況

退去先別の人数

要介護
等状態
区分別

自立 要支援１ 0 要支援２

要介護４ 0 要介護５ 0

3 要介護３

入居者の状況
入居者
の内訳

入居
期間別

6箇月以上1年未満

0

代理人　

（記入日：令和 登録戸数（a） 3



別添１

（ふりがな）

氏　　　名

　理事

役名等

　髙山　俊博

　監事

　石堂　美紀代

　河野　健一

　監事

　いしどう　みきよ

（登録申請者が法人である場合に作成）

　山口　直美

　かわの　けんいち

　理事

　理事長

　理事

　辰巳　政典

役　　員　　名　　簿

　おおにし　ひろふみ

　福井　哲史

　たかやま　としひろ

　やまぐち　なおみ

　理事

　理事

　たつみ　まさのり

　大西　弘文

　たかい　としこ

　高井　敏子

　ふくい　さとし

法第６条第１項第３号に該当する者を全て記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記
載し、その書面をこの書面の次に添付すること。



別添３

１．専用部分の規模並びに構造及び設備等※１

住棟番号 住戸数 住戸番号 月額家賃

完
備

便
所

洗
面

浴
室

台
所

収
納 （戸）

（該当するものを全て記載） （概算額）
　　　　　　　（円）

1 32.38 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 110 87,000

1 34.82 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 132 94,000

1 38.27 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 103 103,000

※１：住戸の規模並びに構造及び設備のタイプ別にまとめて記載すること。
※２：構造及び設備欄の『完備』は、各戸に便所、洗面、浴室、台所及び収納の全てを備えるものを表す。
　　有りの場合は、○、無しの場合は×を記載すること。完備の場合は、完備を含め全ての欄に○を記載すること。

２．共同利用設備等

設備等 整備箇所数 想定利用戸数
（戸）

備考

浴室

台所

食堂 1 3 一般利用者と共用

居間

収納設備

※整備箇所は、添付図面との対応関係を明確に記載すること。

３．専用部分及び共同利用設備等の利用に当たっての留意事項

住宅の規模並びに構造及び設備等

116.70

構造及び設備※２

合計床面積
（㎡）

整備箇所※

１階

外出・帰宅及びご家族様等の来訪等の時間制限はありません。

専用部分の
床面積

　　　　　（㎡）



１．状況把握及び生活相談サービスの内容

■ サービス付き高齢者向け住宅提供事業者が自ら提供する □ 委託する

（ 郵便番号 ）

□ 医療法人 □ 指定居宅介護支援事業者

■ 社会福祉法人 □ 指定介護予防サービス事業者

□ 指定居宅サービス事業者 □ 指定介護予防支援事業者

□ 指定地域密着型サービス事業者 □ 上記以外の法人等

□ 医師 人 □ 社会福祉士 人

□ 看護師 人 □ 介護支援専門員 人

□ 准看護師 人 □ 養成研修修了者 人

■ 介護福祉士 人 ■ 上記以外の職員 人

人

（ ）

■ 365日対応 □ 次の期間を除く （ ）

時 分 ～ 時 分 人

時 分 ～ 時 分 人

常駐する日 時 分 ～ 時 分

上記以外の日 □ 24時間

分

■ 365日対応 □

時 分 ～ 時 分

約 円

約 円

※： サービス提供の対価を月額で設定していない場合は、30日間利用した場合の金額を記載すること。

緊急時における
対応の内容

生活相談サービ
スの内容

日常における入居者の心配や悩みなどについては職員がいつでも相談に応じます。

提供日 その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提供時間 9 0 17 0

入居時に急な発病・発作等の緊急事態が起きた時は、速やかに主治医又は協力機関に連絡す
る等の適切な措置を行います。また、入居者等の希望する連絡先に緊急連絡する等の対応を行
います。

人員

通報方法

0

夜間はせいりょう園定期巡回・随時対応型職員に直通

備考

同一の敷地内

電話番号

通報先から住宅までの到着予定時間

6

1

人員

サービスを提供
する法人等の別

サービスを提供
する者の人数

合　　計

常駐する場所

隣接する土地

提供時間

□

人員

人員

■

近接する土地
□

□
入居者から居住部分への訪問を希望する旨の申出があった場合は、当該居住部分への訪問
（近接する土地に常駐する場合のみ）

5

日中

上記以外の時間

0 人員0 17

毎日

提供形態

商号、名称
又は氏名

住　　所
（法人にあっては
主たる事務所の

所在地）

委
託
す
る
場
合
の
委
託
先

（ふりがな）

9

兵庫県加古川市野口町長砂95-32

人員

毎日１回以上の
状況把握サービ
スの提供方法

常駐する日

所在地

常駐する時間

人員

20,000

前払金

別添４

人員

人員

人員

緊急通報サービ
スの内容

サービス提供の
対価（概算額）

1

0 24 0

2

ＳoftBank「みまもりケータイ」

食事時もしくは居宅訪問

通報先

1 回

0

人員

前払金の
算定方法

月額※



２．食事の提供サービスの内容（該当する場合のみ）

■ サービス付き高齢者向け住宅提供事業者が自ら提供する □ 委託する

（ 郵便番号 ）

（ 郵便番号 ）

■ 食堂 ■ 各居住部分 □ その他 （ ）

■ 365日対応 □ その他 （ ）

３食 ■ 入居者が選択 □ 次の食事は提供しない （ ）

□ 厨房で調理 □ 配食サービスを利用 ■ その他 （ ）

約 円 円 円 円

※： サービス提供の対価を月額で設定していない場合は、30日間利用した場合の金額を記載すること。

住　　所
（法人にあっては
本業務に係る事
業所の所在地）

住　　所
（法人にあっては
主たる事務所の

所在地）

備考

昼食

（ふりがな）

電話番号

提供日

内容

調理等

電話番号

併設特養厨房で調理

サービス提供の
対価（概算額）

月額※

前払金

サービス提供額の対価の算出根拠について
朝食420円+昼食640円+夕食640円＝日額1,700円
1,700円×30日＝51,000円（税込み）

食事は一口サイズ、ソフト、ミキサー食、ゼリー、全粥、通常対応。

居室への配食は通常対応。

朝食

委
託
す
る
場
合
の
委
託
先

食事提供を行う場所

提供方法

提供形態

商号、名称
又は氏名

約

51,000 内訳 640夕食

円

420 640

前払金の
算定方法



別添５－２
運営方針

該当
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ

サービス付き高齢者向け住宅事業の実施に必要な人材の確保のために必要な措置
を講じる

災害に対応するための仕組みを整備する

事故の発生及び再発を防止するための仕組みを整備する

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための仕組みを整備する

入居者の健康状態及び生活状況を把握し、変化があったときは、当該入居者の家
族に連絡する仕組みを整備する

入居者間の交流の促進を図る

登録事業者又は登録事業者から委託を受けた者から提供される福祉サービスと、そ
れ以外の者から提供される福祉サービスを明確に区分する

入居者が希望する場合には、介護サービスの提供に必要な当該入居者に関する情
報を、介護支援専門員と共有する仕組みを整備する

基本理念及び基本方針を定めるとともに、これらを職員及び入居者に周知する

職員の教育及び研修に関する計画を策定する

職員に対して、認知症に関する研修を行う

職員を登録事業者が行う研修以外の研修に参加させる仕組みを整備する

地域社会との交流及び連携を図る

項目

重要事項を記載した書面のひな形を公開する

入居及び退去の条件を書面に記載する

入居者の個人情報の保護に関する事項を書面に記載する

入居者に対する虐待を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修及び担当
者の配置を行う

やむを得ず行う身体的拘束その他の入居者の行動を制限する行為に関して、委員
会の開催、指針の整備及び研修を行う

入居者のプライバシーの確保について、職員に周知する

入居者に与えた損害を賠償するための措置を講じる

入居者からの相談及び苦情に適切に対応するための体制を整備する

サービス付き高齢者向け住宅への入居及びサービス付き高齢者向け住宅において
提供される福祉サービスの利用に必要な費用に関する書類を発行することができる

入居者及びその家族と意見を交換する機会を設ける



１．職種別の職員数

※１：業務を委託する場合、委託先の職員についても記載。

２．資格を有している介護職員の人数

３．資格を有している機能訓練指導員の人数

柔道整復士

あん摩マッサージ指圧師

看護師又は准看護師

理学療法士

はり師

きゅう師

作業療法士

言語療法士

介護支援専門員

合計

常勤 非常勤

実務者研修修了者

初任者研修修了者

社会福祉士

介護福祉士

※２：常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務す
　　べき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算した人数をいう。
※３：特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要。

合計

常勤 非常勤

その他職員 4 4 生活相談員5名

１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数※３

調理員

事務員

計画作成担当者

栄養士

看護職員

機能訓練指導員

直接処遇職員

介護職員

管理者 1 1

状況把握及び生活相
談サービスを提供する
職員（生活相談員）

6 1 5 その他職員5名

別添６

職員体制

（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅である場合に作成、
同一法人が運営する他の事業所の職員については記載不要）

職員数（実人数）※１ 常勤換算人数
※１※２※３ 兼務している職種及び人数合計

常勤 非常勤



４．夜勤を行う職員の人数

時 分 時 分

５．特定施設入居者生活介護等の提供体制

□

□

□

□

６．職員の状況

□　あり ■  なし

■  あり

□  なし

■  あり □  なし職員の健康診断の実施状況

5年以上10年未満の者の人数

10年以上の者の人数

1年以上3年未満の者の人数

3年以上5年未満の者の人数

業務に従事した経験年数

1年未満の者の人数

前年度１年間の採用者数

前年度１年間の退職者数

区分
機能訓練指導員 計画作成担当者

常勤 非常勤 常勤 非常勤

10年以上の者の人数 5

5年以上10年未満の者の人数

3年以上5年未満の者の人数

1年以上3年未満の者の人数

1年未満の者の人数 1

業務に従事した経験年数

前年度１年間の採用者数

前年度１年間の退職者数

※：広告、パンフレット等における記載内容に合致するものを選択

区分
看護職員 介護職員 生活相談員

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

管理者

職名・氏名 管理者　武本　南緒

他の職務との兼務

業務に係る資格
資格の名称 社会福祉士

外部サービス利用
型特定施設である
有料老人ホームの
介護サービス提供
体制

ホームの職員数

訪問介護事業所の名称

訪問看護事業所の名称

通所介護事業所の名称

特定施設入居者生
活介護等の利用者
に対する看護・介護
職員の割合
（一般型特定施設
以外の場合、本欄
は省略可能）

契約上の職員配置比率※

 １．５：１以上

 ２：１以上

 ２．５：１以上

 ３：１以上

実際の配置比率

（記入日時点での利用者数：常勤換算職員数）
:

看護職員

介護職員

平均人数 最少時人数（休憩者等を除く） 兼務している職種及び人数

状況把握及び生活相談サービス
を提供する職員（生活相談員）

～夜勤帯の設定時間



サービス付き高齢者向け住宅の入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト

チェック内容 根拠規定 チェック欄

（１）書面（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方
式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら
れ
る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの
を
いう。第五十二条第二項及び第五十四条第二号において同じ。）
を

法第７条第１項第６号イ

 

（２）居住の用に供する専用部分が明示されていること
（※単に建物全体を示すのではなく、具体の部屋番号が記載され
ているなど特定されていること）

法第７条第１項第６号ロ

 

（３）①敷金、②家賃、③高齢者生活支援サービスの提供の対
価、④家賃等（②及び③）の前払金以外の金銭（権利金等）を受
領しないこと
（※①～④が明確に分けられていること）

法第７条第１項第６号ハ

 

（４）家賃等の前払金を受領する場合には、その算定の基礎が明
示されていること

法第７条第１項第６号ニ

-

（５）家賃等の前払金を受領する場合には、家賃等の前払金につ
いて事業者が返還債務を負うこととなる場合における当該返還
債
務の金額の算定方法が明示されていること

法第７条第１項第６号ニ

-

（６）入居者の入居後、３月が経過するまでの間に契約が解除さ
れ、又は入居者の死亡により終了した場合には、家賃等の月額
を30で除した額に、入居の日から起算して契約が解除され、又は
入居者の死亡により終了した日までの日数を乗じた額を除き、家
賃等の前払金を返還すること。
　入居者の入居後、３月が経過し、想定居住期間が経過するまで
の間に契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合
には、契約が解除され、又は入居者の死亡により終了の日以降
の期間につき日割計算により算出した家賃等の額を、家賃等
の前払金の額から控除した額を除き、家賃等の前払金を返還す
る
こと。

・法第７条第１項第６号ホ
・規則第12条

-

（７）入居者の病院への入院又は入居者の心身の状況の変化を
理由として、当該理由が生じた後の入居者の合意が無く、一方的
に居住部分を変更し、又は契約を解約することができないこと

・法第７条第１項第６号ヘ
・規則第13条

 

（８）住宅の整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前
払金を受領しないこと

法第７条第１項第７号

 

（９）家賃等の前払金について、事業者が返還債務を負うこととな
る場合に備えて、必要な保全措置が講じられていること

・法第７条第１項第８号
・規則第14条 -

（※）根拠規定

別紙４

法：高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）、規則：国土交通省・厚生労働省関
係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成23年厚生労働省令・国土交通省令第２号）



　別記様式１（第4章１関係） 年 月 日

(説明する者）

住所 加古川市野口町長砂95-20

商号、名称又は氏名 社会福祉法人はりま福祉会 印

理事長　　大西　弘文

所属

職名及び氏名 印

　

 　　事業の目的、運営の方針、サービスの提供内容に関する特色等

 １．サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地

（住居表示※）

■ １．電車 （ 線 で 分 ）

□ ２．その他 （ ）

■ １．所有権 □ ２．賃借権 □ ３．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

■ １．所有権 □ ２．賃借権 □ ３．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

□ １．所有権 □ ２．地上権 ■ ３．賃借権 □ ４．使用貸借による権利

期間 年 月 日から 年 月 日まで

※住居表示が決まっていない場合には、地名地番を記載すること。

 ２．サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者

■ 法人 □ 個人

）

別添１のとおり

）

別添２のとおり法人の役員

バス・トイレ・キッチンを備えているので、要介護になっても、認知症になっても、介護保険サービスを利用して最
期まで自分流に暮らすことができる、『終の棲家』です。

法定代理人
（未成年の個人

である場合）

商号、名称
又は氏名

（ふりがな）

住所（法人に
あっては主たる
事務所の所在

地）

（郵便番号

電話番号

社会福祉法人はりま福祉会

住所
（法人にあっては主
たる事務所の所在

地）

（郵便番号 675-0016

兵庫県加古川市野口町長砂95-20

登録事項等についての説明書（重要事項説明書）

貸主（甲）　

代理人　

　サービス付き高齢者向け住宅への入居に係る契約を締結するに当たり、高齢者の居住の安定確保に関する
法律第17条（及び老人福祉法第29条第５項）に基づき、以下の事項について、書面を交付して説明します。

住宅の名称
（ふりがな） せいりょうえんじあいのいえさくら

せいりょう園自愛の家さくら

住宅に関する

所在地 兵庫県加古川市野口町長砂95-32

利用交通手段
ＪＲ神戸 加古川 駅から バス 12

法人の役員

権原

施設に関する

権原

敷地に関する

権原

電話番号 （079）421-7156

法人・個人の別

商号、名称
又は氏名

（ふりがな） しゃかいふくしほうじんはりまふくしかい



 ３．サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所

）

 ４．サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備

戸 入居定員 人

㎡

㎡

■ あり □ なし

造 階数 階建

年 10 月 30 日

■ 登録基準に適合している

■ エレベーターを備えている

■ 緊急通報装置を備えている

 ５．サービス付き高齢者向け住宅の入居契約、入居者資格及び入居開始時期（居住の用に供する前である場合）

■ 賃貸借契約 □ その他

□ 法第52条の認可を受けている

■

■ 自立している者 ■ 要支援の者 ■ 要介護の者

別添入居契約書のとおり

入居者からの解約予告期間

※以下は、入居の用に供する前である場合に限り記入すること。

年 月 日 から

入居契約の内容

契約の解除
の内容

貸主から解約を求
める場合

解約条項
入居者の行動が他の入居者・職員の生命に危害を及ぼす
かその恐れがあり、通常の介護方法・接遇方法では防止
できない場合

解約予告期間 6ヶ月

30日

入居開始時期※

住宅戸数 登録申請対象戸数 24 24

事務所の名称

3

竣工の年月 2013

加齢対応構造等

入居契約の別

入居契約が賃貸
借契約でない場
合には、その旨

終身賃貸事業
者の事業の認

入居者の資格

次の①又は②に該当する者である。
　①単身高齢者世帯
　②高齢者＋同居者 （配偶者 / 60歳以上の親族 / 要介護認定又は要支援認定を受け
ている60歳未満の親族 / 特別な理由により同居させる必要があると知事が認める者）
（「高齢者」とは、60歳以上の者又は要介護認定若しくは要支援認定を受けている60歳未
満の者をいう。）

入居対象者
留意事項

居住部分の規模
（最小） 19.07

詳細については、別添３のとおり（最大） 25.80

構造及び設備
共同利用設備

構造 重量鉄骨

（ふりがな） しゃかいふくしほうじんはりまふくしかい

社会福祉法人はりま福祉会

事務所の所在地

（郵便番号 675-0016

兵庫県加古川市野口町長砂95-20

電話番号 （079）421-7156



 ６．サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領する金銭

■ 自ら □ 委託 約 円

■ 自ら □ 委託 □ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

□ 自ら □ 委託 ■ 提供しない 約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

約 円

□ あり　〔 □ 前払方式のみ □ 前払方式と月払方式を選択可　〕 ■ なし

約 円 約 円

約 円 約 円

年 月 日 まで

□ 銀行による債務の保証 □ 信託会社等による元本補てん又は信託

□ 保険事業者による保証保険 □ その他（ ）

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

□ 指定を受けている ）

■ 指定を受けていない

水道光熱費の
支払方法

居室の電気・水道代は個別メーターにより実費となります。

（最高）

手続

土地・建物に対する租税等の増減や、価格の変動、その他経済状況の変動、
近傍同種の建物の賃料と比較して、賃料が不相当となる場合家賃等の費用

の改定

条件

（最高）

家賃の 2.0 月分
（最高） 134,000

※前払金とは、終身又は入居契約の期間にわたって受領すべき家賃等の全部又は一部を一括して受領する場合をいう。
　なお、ここでいう「前払方式」には一部を前払いし、一部を月払いする支払方式（併用方式）を含む。

特定施設入居者
生活介護事業所

介護保険事業所番号（

地域密着型特定施
設入居者生活介護

事業所

介護保険事業所番号（

運営懇談会の意見を聴く

前払金※有無

家賃等の前払
金の概算額

前払金を支払った
場合の月々の家賃

概算額
（最低）

20,000

食事の提供

敷金の概算額
（最低） 108,000

（最低）

10,000

入院等による不在
時における家賃等
の費用の取扱い

入院時の不在時も入居契約は継続し、家賃・共益費をお支払いいただきます。サービス費、
食費は利用実績により日割り計算を行い、お支払いいただきます。

家賃等の前払金の
返還債務が消滅す

るまでの期間

家賃等の前払
金の算定の基

礎

家賃

サービス提供
の対価

返還額の算定
方法

入居後３箇
月以内の契
約解除等

入居後３箇
月を超えた
契約解除等

介護サービス情報
（特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所若しくは介護予防特定施設入居者生活介護事
業所の指定を受けている場合には、別紙により、介護保険法第115条の35第1項に規定する介護サービス情報を示す。）

詳細につい
ては、別添４
のとおり

特定施設入居
者生活介護等
の提供を受け
る場合の費用
は、次ページ
のとおり

51,000

入浴等の介護

調理等の家事

健康の維持増進

その他

提供の対価（概算・月額）

高齢者生活支
援サービス

サービスの種類 提供形態

状況把握・生活相談

家賃の概算額
（最低） 54,000

住戸ごとの内容は、別添３のとおり
（最高） 67,000

介護予防特定施
設入居者生活介

護事業所

介護保険事業所番号（

家賃等の前払金
の返還額の推移

（※原則として入居契約に定めた契約の始期を起算日とする。）

前払金の保全
措置の内容

共益費の概算額
（最低） 10,000

（最高）



円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし □ あり □ なし

□ あり □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ) □ (Ⅱ) 〕 □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ)イ □ (Ⅰ)ロ □ (Ⅱ) □ (Ⅲ) 〕 □ なし

□ あり　〔 □ (Ⅰ) □ (Ⅱ) □ (Ⅲ) □ (Ⅳ) □ (Ⅴ) 〕 □ なし

：

円

別添４のとおり

 ７．サービス付き高齢者向け住宅の管理の方法等

■ 自ら管理 □ 管理業務を委託

管理業務の委託先

）

修繕計画

□ あり ■ なし

頃実施予定

登録の更新の申請
の日前一年間にお
ける入居者の数及

び退去者の数

入居者の数 10人

退去者の数 5人

特定施設入
居者生活介
護等の加減
算の対象と

なるサービス
の体制の有

無

身体拘束廃止未実施減算 入居者継続支援加算

生活機能向上連携加算 個別機能訓練加算

夜間看護体制加算 若年性認知症入居者受入加算

医療機関連携加算 口腔衛生管理体制加算

栄養スクリーニング加算 退院・退所時連携加算

看取り介護加算

認知症専門ケア加算

介護職員処遇改善加算

利用者の個別選択によるサービスの費用

※身体拘束廃止未実施減算、入居継続支援加算、生活機能向上連携加算、個別機能訓練加算、夜間看護体
制加算、医療機関連携加算、口腔衛生管理体制加算、認知症専門ケア加算、サービス提供体制強化加算及
び介護職員処遇改善加算を含めて記入すること。

人員配置が手厚い介護サービスの実
施の有無

□ あり
介護・看護職員の配置率

□ なし
上乗せ介護費（月額）

計画策定の有無

大規模修繕の
実施予定

その他計画的な
修繕予定

住所
（法人にあっては主
たる事務所の所在

地）

（郵便番号

管理の方式

委託する業務の
内容（契約事項）

商号、名称
又は氏名

（ふりがな）

電話番号

特定施設入居者生活介護等の費用（該当する場合のみ）

利用者負担(2割)

要介護２

利用者負担(1割)

要支援１

要支援２

要介護１
詳細については、別添５のとおり

利用者負担(3割)

要介護３

サービス提供体制強化加算

要介護４

要介護５

特定施設入
居者生活介
護等の月額
費用（介護
保険給付対
象分、１箇月
30日の場合）

※



 ８．サービス付き高齢者向け住宅と併設される高齢者居宅生活支援事業を行う施設　（該当する場合のみ）

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

■

□ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

□

■ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

■

□ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

■

□ 同一の敷地内

□ 隣接する土地

せいりょう園ホームヘルパーステーション

せいりょう園ホームヘルパーステーション
訪問介護。入浴、排泄、介護等の身体介護。調理、
洗濯等の家事援助。

同一の建築物内

せいりょう園小規模多機能型居宅介護
1つの事業所で「通所・訪問・泊まり」の3つのサービ
スを提供。

同一の建築物内

定期巡回・随時対応型訪問介護看護。24時間対応
の訪問介護。

同一の建築物内

特別養護老人ホームせいりょう園 地域見守りサービス等。（地域サポート施設）

同一の建築物内

せいりょう園ショートステイ事業
短期入所生活介護サービス。入浴、排泄、食事、機
能訓練等。

同一の建築物内

せいりょう園デイサービスセンター
通所介護サービス。入浴、食事、健康チェック、機
能訓練、レクリエーション等。

同一の建築物内

デイサービスセンターせいりょう園憩の家
グループホーム内で行う認知症対応型のデイサー

ビス。

同一の建築物内

施設の名称 提供されるサービスの概要 事業所の場所



 ９．高齢者居宅生活支援事業を行う者との連携及び協力（該当する場合のみ）

協力医療機関

）

）

協力歯科医療機関

）

その他の連携又は協力の相手方（自らが運営する併設施設でない事業所を含む。）

）

10.保健医療サービスを提供する体制に関する事項

11.運営方針

 12．登録の申請が基本方針（及び高齢者居住安定確保計画）に照らして適切なものである旨

保健医療サービスを提供する体制に関する事項

※保健医療サービスを提供する場合に限り記入すること。

連携又は協力
の内容

基本方針及び県の高齢者居住安定確保計画に沿って適切に運営します。

別添５－２のとおり

連携又は協力
の内容

入居者が口腔歯科に関する検査及び治療が必要であるとき、可能な限り速やかに診療する

事業所の名称
（ふりがな）

事業所の所在地

（郵便番号

電話番号

兵庫県加古川市野口町長砂95-21

電話番号 （079）422-8404

診療科目

連携又は協力
の内容

歯科医療機関
の名称

（ふりがな） なかいしかいいん

中井歯科医院

歯科医療機関
の所在地

（郵便番号 675-0016

電話番号

診療科目 内科

連携又は協力
の内容

入居者が事故あるいは急病・病状の急変等により、施設内での治療が困難であるとき、可能な
限り速やかに診療する

医療機関
の名称

（ふりがな）

医療機関
の所在地

（郵便番号

医療機関
の所在地

（郵便番号 675-0019

兵庫県加古川市野口町水足1852

電話番号 （079）422-1130

医療機関
の名称

（ふりがな） にしむらいいん

西村医院



 13.その他事業運営状況（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅である場合に作成）

□ あり ）

■ なし

□ 一時介護室へ移る場合

□ 介護居室へ移る場合

□ その他 内容（ ）

□ あり □ なし

□ あり □ なし

面積の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

便所の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

洗面の変更 □ あり □ なし □ あり □ なし

浴室の変更 □ あり □ なし 内容（ ）

別添６のとおり

■ あり

□ なし

■ あり ）

□ なし

■ 耐火建築物 □ 準耐火建築物 □ その他（ ）

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし ■ あり □ なし

■ あり □ なし （年 2 回実施）

体験入居
内容（

前払金償却の調整の有無

従前の居住部分か
ら面積又は仕様が
変更になる場合

台所の変更

収納の変更

その他の変更

居住部分（住
戸）の変更に関

する事項※

※住み替えを
行っていない場
合は、記入不要

入居後に居住部分の変更をお願
いする場合

変更をお願いする判断基準の内容

変更をお願いする手続の内容

居住部分を利用する権利の取扱い

追加的費用の有無

職員体制

内容（

耐火構造

消化器

防火体制

スプリンクラー

自動火災報知設備

緊急やむを得ず身
体的拘束を行う際
の手続

事故発生時の対応

事故に関する緊急時
対応マニュアルの有
無

損害賠償責任保険
の加入状況

入居者からの苦
情に対する窓口

等の状況

窓口の名称

電話番号

対応して
いる時間

平日

土曜日

日曜・祝日

（079）424-3433

定休日

火災通報設備

速やかに主治医又は協力機関に連絡する等の適切な措置を行い、希望
する連絡先に緊急連絡をする

その様態及び時間、その際の入居者の心身状況、緊急やむを得なかっ
た理由を記録し、２年間保存する

消防計画

避難訓練

せいりょう園自愛の家さくら

土曜・日曜

9：00～17：45

速やかに市町村及び入居者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置
を行います。

防火管理者

損保ジャパン日本興亜火災保険株式会社

体調の急変等医療
が必要になったとき
の対応

緊急時等におけ
る対応方法



■ あり ） ■ あり □ なし

□ なし

■ あり 開催頻度（ ）

構成員（ ）

□ なし

■ あり ） ■ あり □ なし

評価機関名（ ）

□ なし

□ 希望者に公開 ■ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

□ 希望者に公開 □ 希望者に配布 ■ 非公開 □ 未作成

■ 希望者に公開 □ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

■ 希望者に公開 □ 希望者に配布 □ 非公開 □ 未作成

□ 希望者に公開 □ 希望者に配布 ■ 非公開 □ 未作成

（記入日： 年 戸 戸 ％

7 月 1 日現在） 人 人 ％

人 人

人 人 人

人 人 歳

人 人 人

人 人 人

人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人

年 月 日 （説明を受けた者）

住所

氏名 印

住所

氏名 印

乙との続柄

代理人　

兵庫県有料老人ホーム設置
運営指導指針の不適合事項

財務諸表の原本

アンケート調査、意見箱等入居者の
意見等を把握する取組の状況

実施日（

　上記につきまして、高齢者の居住の安定確保に関する法律第17条（及び老人福祉法第29条第５項）に基づく
書面による説明を受けました。

借主（乙）　

運営懇談会

1年に2回

第三者による評価の実施状況

実施日（ 2016.10.24 結果の開示

入居希望者へ
の事前の情報

開示

入居契約書の雛形

管理規程

事業収支計画書

財務諸表の要旨

入居者側
からの
申し出

7
解約
事由
の例

他の社会福祉施設に移住や医療機関入院

死亡 1

75～84歳 9

自宅 社会福祉施設等 6

5 要介護２

～59歳

9

015年以上

福祉市民ネット川西

入居率（b/a） 95.8

入居者数（d） 23

85歳～ 13 平均年齢

65～74歳 1

要介護３

6

入居戸数（b）

0 60～64歳

95.8

自立 2 要支援１ 0 要支援２

87.6

充足率（d/c）入居定員（c） 24

管理者、職員、家族、地域の方

登録戸数（a） 24

0

23

生前解約
の状況

事業者側
からの
申し出

0
解約
事由
の例

医療機関 1

要介護１

8

5

1年以上5年未満

その他 合計

10年以上15年未満5年以上10年未満

4

0

要介護
等状態
区分別 要介護４ 1 要介護５ 0

4

入居者の状況
入居者
の内訳

入居
期間別

6箇月以上1年未満4

6

６箇月未満

前年度における
退去者の状況

退去先別の人数

性別 男性 9 女性 14

月1回 結果の開示

年齢別

令和７



別添１

（ふりがな）

氏　　　名

　理事

役名等

　髙山　俊博

　監事

　石堂　美紀代

　河野　健一

　監事

　いしどう　みきよ

（登録申請者が法人である場合に作成）

　山口　直美

　かわの　けんいち

　理事

　理事長

　理事

　辰巳　政典

役　　員　　名　　簿

　おおにし　ひろふみ

　福井　哲史

　たかやま　としひろ

　やまぐち　なおみ

　理事

　理事

　たつみ　まさのり

　大西　弘文

　たかい　としこ

　高井　敏子

  ふくい　さとし

法第６条第１項第３号に該当する者を全て記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記
載し、その書面をこの書面の次に添付すること。



別添３

１．専用部分の規模並びに構造及び設備等※１

住棟番号 住戸数 住戸番号 月額家賃

完
備

便
所

洗
面

浴
室

台
所

収
納 （戸）

（該当するものを全て記載） （概算額）
　　　　　　　（円）

1 19.07 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12 202～207,302～307 54,000

1 20.33 〇 〇 〇 〇 〇 〇 4 201,208,301,308 61,000

1 24.67 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2 212,213 54,000

1 24.67 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2 312,313 54,000

1 25.16 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 211 54,000

1 25.16 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 311 54,000

1 25.80 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 214 67,000

1 25.80 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 314 67,000

※１：住戸の規模並びに構造及び設備のタイプ別にまとめて記載すること。
※２：構造及び設備欄の『完備』は、各戸に便所、洗面、浴室、台所及び収納の全てを備えるものを表す。
　　有りの場合は、○、無しの場合は×を記載すること。完備の場合は、完備を含め全ての欄に○を記載すること。

２．共同利用設備等

設備等 整備箇所数 想定利用戸数
（戸）

備考

浴室

台所

食堂

居間 2 24

収納設備

※整備箇所は、添付図面との対応関係を明確に記載すること。

３．専用部分及び共同利用設備等の利用に当たっての留意事項

住宅の規模並びに構造及び設備等

61.53

構造及び設備※２

合計床面積
（㎡）

整備箇所※

外出・帰宅及びご家族様等の来訪等の時間制限はありません。

２階、３階

専用部分の
床面積

　　　　　（㎡）



１．状況把握及び生活相談サービスの内容

■ サービス付き高齢者向け住宅提供事業者が自ら提供する □ 委託する

（ 郵便番号 ）

□ 医療法人 □ 指定居宅介護支援事業者

■ 社会福祉法人 □ 指定介護予防サービス事業者

□ 指定居宅サービス事業者 □ 指定介護予防支援事業者

□ 指定地域密着型サービス事業者 □ 上記以外の法人等

□ 医師 人 □ 社会福祉士 人

□ 看護師 人 □ 介護支援専門員 人

□ 准看護師 人 □ 養成研修修了者 人

■ 介護福祉士 人 ■ 上記以外の職員 人

人

（ ）

■ 365日対応 □ 次の期間を除く （ ）

時 分 ～ 時 分 人

時 分 ～ 時 分 人

常駐する日 時 分 ～ 時 分

上記以外の日 □ 24時間

分

■ 365日対応 □

時 分 ～ 時 分

約 円

約 円

※： サービス提供の対価を月額で設定していない場合は、30日間利用した場合の金額を記載すること。

緊急時における
対応の内容

入居時に急な発病・発作等の緊急事態が起きた時は、速やかに主治医又は協力機関に連絡す
る等の適切な措置を行います。また、入居者等の希望する連絡先に緊急連絡する等の対応を行
います。

生活相談サービ
スの内容

日常における入居者の心配や悩みなどについては職員がいつでも相談に応じます。

提供日 その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提供時間 9 0 17 0

人員

通報方法

0

１階管理室

備考

同一の敷地内

電話番号

通報先から住宅までの到着予定時間

6

1

人員

サービスを提供
する法人等の別

サービスを提供
する者の人数

合　　計

常駐する場所

隣接する土地

提供時間

□

人員

人員

■

近接する土地
□

□
入居者から居住部分への訪問を希望する旨の申出があった場合は、当該居住部分への訪問
（近接する土地に常駐する場合のみ）

5

日中

上記以外の時間

0 人員0 17

毎日

提供形態

商号、名称
又は氏名

住　　所
（法人にあっては
主たる事務所の

所在地）

委
託
す
る
場
合
の
委
託
先

（ふりがな）

9

兵庫県加古川市野口町長砂95-32

人員

毎日１回以上の
状況把握サービ
スの提供方法

常駐する日

所在地

常駐する時間

人員

20,000

前払金

別添４

人員

人員

人員

緊急通報サービ
スの内容

サービス提供の
対価（概算額）

1

0 24 0

2

アイホン　高齢者向け住宅システム　ＦＡＧＵＳ

食事時もしくは居宅訪問

通報先

1 回

0

人員

前払金の
算定方法

月額※



２．食事の提供サービスの内容（該当する場合のみ）

■ サービス付き高齢者向け住宅提供事業者が自ら提供する □ 委託する

（ 郵便番号 ）

（ 郵便番号 ）

□ 食堂 ■ 各居住部分 □ その他 （ ）

■ 365日対応 □ その他 （ ）

３食 ■ 入居者が選択 □ 次の食事は提供しない （ ）

□ 厨房で調理 □ 配食サービスを利用 ■ その他 （ ）

約 円 円 円 円

※： サービス提供の対価を月額で設定していない場合は、30日間利用した場合の金額を記載すること。

住　　所
（法人にあっては
本業務に係る事
業所の所在地）

住　　所
（法人にあっては
主たる事務所の

所在地）

備考

昼食

（ふりがな）

電話番号

提供日

内容

調理等

電話番号

併設特養厨房で調理

サービス提供の
対価（概算額）

月額※

前払金

サービス提供額の対価の算出根拠について
朝食420円+昼食640円+夕食640円＝日額1,700円
1,700円×30日＝51,000円（税込み）

食事は一口サイズ、ソフト食、ミキサー食、ゼリー食、粥、通常対応。

居室への配食は通常対応。

朝食

委
託
す
る
場
合
の
委
託
先

食事提供を行う場所

提供方法

提供形態

商号、名称
又は氏名

約

51,000 内訳 640夕食

円

420 640

前払金の
算定方法



別添５－２
運営方針

該当
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ
■はい
□いいえ

サービス付き高齢者向け住宅事業の実施に必要な人材の確保のために必要な措置
を講じる

災害に対応するための仕組みを整備する

事故の発生及び再発を防止するための仕組みを整備する

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための仕組みを整備する

入居者の健康状態及び生活状況を把握し、変化があったときは、当該入居者の家
族に連絡する仕組みを整備する

入居者間の交流の促進を図る

登録事業者又は登録事業者から委託を受けた者から提供される福祉サービスと、そ
れ以外の者から提供される福祉サービスを明確に区分する

入居者が希望する場合には、介護サービスの提供に必要な当該入居者に関する情
報を、介護支援専門員と共有する仕組みを整備する

基本理念及び基本方針を定めるとともに、これらを職員及び入居者に周知する

職員の教育及び研修に関する計画を策定する

職員に対して、認知症に関する研修を行う

職員を登録事業者が行う研修以外の研修に参加させる仕組みを整備する

地域社会との交流及び連携を図る

項目

重要事項を記載した書面のひな形を公開する

入居及び退去の条件を書面に記載する

入居者の個人情報の保護に関する事項を書面に記載する

入居者に対する虐待を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修及び担当
者の配置を行う

やむを得ず行う身体的拘束その他の入居者の行動を制限する行為に関して、委員
会の開催、指針の整備及び研修を行う

入居者のプライバシーの確保について、職員に周知する

入居者に与えた損害を賠償するための措置を講じる

入居者からの相談及び苦情に適切に対応するための体制を整備する

サービス付き高齢者向け住宅への入居及びサービス付き高齢者向け住宅において
提供される福祉サービスの利用に必要な費用に関する書類を発行することができる

入居者及びその家族と意見を交換する機会を設ける



１．職種別の職員数

※１：業務を委託する場合、委託先の職員についても記載。

２．資格を有している介護職員の人数

３．資格を有している機能訓練指導員の人数

柔道整復士

あん摩マッサージ指圧師

はり師

きゅう師

作業療法士

言語療法士

看護師又は准看護師

理学療法士

介護支援専門員

合計

常勤 非常勤

実務者研修修了者

初任者研修修了者

社会福祉士

介護福祉士

※２：常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務す
　　べき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算した人数をいう。
※３：特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要。

合計

常勤 非常勤

その他職員 4 4 生活相談員5名

１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数※３

調理員

事務員

計画作成担当者

栄養士

看護職員

機能訓練指導員

直接処遇職員

介護職員

管理者 1 1

状況把握及び生活相
談サービスを提供する
職員（生活相談員）

6 1 5 その他職員5名

別添６

職員体制

（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅である場合に作成、
同一法人が運営する他の事業所の職員については記載不要）

職員数（実人数）※１ 常勤換算人数
※１※２※３ 兼務している職種及び人数合計

常勤 非常勤



４．夜勤を行う職員の人数

時 分 時 分

５．特定施設入居者生活介護等の提供体制

□

□

□

□

６．職員の状況

□ あり ■  なし

■  あり

□  なし

■  あり □  なし職員の健康診断の実施状況

5年以上10年未満の者の人数

10年以上の者の人数

業務に従事した経験年数

1年未満の者の人数

1年以上3年未満の者の人数

3年以上5年未満の者の人数

前年度１年間の採用者数

前年度１年間の退職者数

区分
機能訓練指導員 計画作成担当者

常勤 非常勤 常勤 非常勤

10年以上の者の人数 5

5年以上10年未満の者の人数

3年以上5年未満の者の人数

1年以上3年未満の者の人数

1年未満の者の人数 1

業務に従事した経験年数

前年度１年間の採用者数

前年度１年間の退職者数

※：広告、パンフレット等における記載内容に合致するものを選択

区分
看護職員 介護職員 生活相談員

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

管理者

職名・氏名 管理者　武本　南緒

他の職務との兼務

業務に係る資格
資格の名称 社会福祉士

外部サービス利用
型特定施設である
有料老人ホームの
介護サービス提供
体制

ホームの職員数

訪問介護事業所の名称

訪問看護事業所の名称

通所介護事業所の名称

特定施設入居者生
活介護等の利用者
に対する看護・介護
職員の割合
（一般型特定施設
以外の場合、本欄
は省略可能）

契約上の職員配置比率※

 １．５：１以上

 ２：１以上

 ２．５：１以上

 ３：１以上

実際の配置比率

（記入日時点での利用者数：常勤換算職員数）
:

看護職員

介護職員

平均人数 最少時人数（休憩者等を除く） 兼務している職種及び人数

状況把握及び生活相談サービス
を提供する職員（生活相談員）

夜勤帯の設定時間 ～



サービス付き高齢者向け住宅の入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト

チェック内容 根拠規定 チェック欄

（１）書面（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方
式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら
れ
る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの
を
いう。第五十二条第二項及び第五十四条第二号において同じ。）
を

法第７条第１項第６号イ

 

（２）居住の用に供する専用部分が明示されていること
（※単に建物全体を示すのではなく、具体の部屋番号が記載され
ているなど特定されていること）

法第７条第１項第６号ロ

 

（３）①敷金、②家賃、③高齢者生活支援サービスの提供の対
価、④家賃等（②及び③）の前払金以外の金銭（権利金等）を受
領しないこと
（※①～④が明確に分けられていること）

法第７条第１項第６号ハ

 

（４）家賃等の前払金を受領する場合には、その算定の基礎が明
示されていること

法第７条第１項第６号ニ

-

（５）家賃等の前払金を受領する場合には、家賃等の前払金につ
いて事業者が返還債務を負うこととなる場合における当該返還
債
務の金額の算定方法が明示されていること

法第７条第１項第６号ニ

-

（６）入居者の入居後、３月が経過するまでの間に契約が解除さ
れ、又は入居者の死亡により終了した場合には、家賃等の月額
を30で除した額に、入居の日から起算して契約が解除され、又は
入居者の死亡により終了した日までの日数を乗じた額を除き、家
賃等の前払金を返還すること。
　入居者の入居後、３月が経過し、想定居住期間が経過するまで
の間に契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合
には、契約が解除され、又は入居者の死亡により終了の日以降
の期間につき日割計算により算出した家賃等の額を、家賃等
の前払金の額から控除した額を除き、家賃等の前払金を返還す
る
こと。

・法第７条第１項第６号ホ
・規則第12条

-

（７）入居者の病院への入院又は入居者の心身の状況の変化を
理由として、当該理由が生じた後の入居者の合意が無く、一方的
に居住部分を変更し、又は契約を解約することができないこと

・法第７条第１項第６号ヘ
・規則第13条

 

（８）住宅の整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前
払金を受領しないこと

法第７条第１項第７号

 

（９）家賃等の前払金について、事業者が返還債務を負うこととな
る場合に備えて、必要な保全措置が講じられていること

・法第７条第１項第８号
・規則第14条 -

（※）根拠規定

別紙４

法：高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）、規則：国土交通省・厚生労働省関
係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成23年厚生労働省令・国土交通省令第２号）


